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研究成果の概要（和文）：
 過労自殺の原因となるうつ反応と仕事の要因との関係をアンケート調査から分析し、うつ反応を説明する要因を検討
した。結果として第1に、多くの人に役割を担わされるという役割葛藤と、自分が職場でどのような役割を担うべきか
わからないという役割曖昧性が、大きな要因であった。第2に、対人関係を壊したくない気持ちである対人関係の秩序
というパーソナリティも大きな要因であった。ただし、残業時間は影響しなかったため、時短よりむしろ仕事の内容に
注目すべきである。
 また、産業クラスターコーディネーターの調査を通じて、曖昧で突発的な仕事の具体的な内容にも着目した。

研究成果の概要（英文）：
 The author analyzed the relation between depression, which leads to overwork-triggered suicide, and 
work-related factors based on a questionnaire survey, and discussed the factors that cause depression. As 
a result, it was found that the main factors are role conflict, which emerges when an employee takes 
roles entrusted by many people, and role ambiguity, which indicates that an employee cannot understand 
which roles he/she should take at his/her workplace. Another main factor is the personality of 
maintaining interpersonal relationships. Meanwhile, the effects of overtime working hours were not 
observed, and so we should pay attention to the contents of work, rather than the shortening of working 
hours.
 In addition, the details of vague, unexpected tasks were studied through the surveys by industrial 
cluster coordinators.

研究分野： 人的資源管理

キーワード： 過労自殺　ストレス　役割葛藤
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 近年、職場でのストレスの増大からうつ病
に陥ったり、過労自殺に陥る人々が増大して
いる。これまでは、多くの研究分野でストレ
スやうつ病、過労死・過労自殺の原因やスト
レスの削減方法について検討されてきた。た
だし、これらの研究を網羅的に組み入れた上
で、最もストレスに影響する要因を探索する
研究はあまりない。研究代表者は曖昧で突発
的な仕事に就いたことが過労自殺者の特徴
であることを明らかにしており、この要因と
ストレスやストレスの原因との関係を明ら
かにできれば、仕事状況－ストレスの原因－
過労自殺という三者の関係を明らかにでき
る可能性がある。また、ストレスを削減する
能力についての検討は既に存在するが、この
能力が、前述の三者関係の中のどこに位置付
けられるのか、つまりどの要因に影響を与え
るのかは、あまり検討されていない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、曖昧で突発的な仕事に就

いた従業員が、どのような要因からストレス
を増大させているか、また、そのストレスを
軽減し円滑に仕事を行うための能力や資質
とは何かを明らかにすることである。具体的
には、曖昧で突発的な仕事に就いたという出
来事がストレスの原因とどのように関係す
るか、また、このような状況の従業員のスト
レスを削減できる能力が何かを明らかにす
ることにあった。これに関連して、曖昧で突
発的な仕事に就く可能性の高い職種として、
公的機関も含めた様々な業種の人々との交
流から新たな事業を形成する役割を果たす
産業クラスターコーディネーターに注目し、
産業クラスター形成におけるコーディネー
ターの役割を検討する中で、曖昧で突発的な
仕事のより詳細な内容へ接近した。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法は、Web によるアンケート調査
を中心とし，この調査の実施と分析を行った。 
調査内容は、第１に、曖昧で突発的な仕事

に就いたという出来事が、ストレスの原因と
なる要因をいかに増大させているのか、さら
に、その仕事がどの程度ストレスを増大させ
たかを明らかにするための Web によるアン
ケート調査である。この調査では、過労自殺
研究で顕著な内容である長時間労働やそれ
に付随する要因と、ストレスとの関係を検討
した。第２に、曖昧で突発的な仕事に対処し
うる能力の開発に関する Web アンケート調
査である。ここでは、対人ストレスを減らす
能力であるソーシャルスキルが、ストレスそ
のものやストレスの原因にどのように関連
するかについての調査を行った。 
また、曖昧で突発的な仕事に関係の深い職

種である産業クラスターコーディネーター
を対象として、産業クラスターの形成過程で
起こった内容を郵送式のアンケート調査に

よって分析し、産業クラスターコーディネー
ターの役割についても言及した。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は以下のとおりである。 
① 中間管理職層のストレスと過労自殺の関

係に関する調査 
 
本調査は、曖昧な仕事に就く可能性の高い

中間管理職のストレスと過労自殺の関係を
検討するために、日本に在住する 35～45 歳
の正社員の中間管理職 206 名を対象に Web
による質問紙調査を行った内容である。 
調査結果は以下の 6 点である。 
第 1 に、うつ反応に影響を及ぼすストレッ

サは、役割葛藤、役割曖昧性、仕事の量的負
荷であった。したがって、うつ反応が高い従
業員は、多くの仕事上の役割を担っており、
仕事の量も多く、自分の責任や権限などが曖
昧と感じる状況で仕事を行っている可能性
が高いことが把握できる。役割曖昧性はまさ
に曖昧な仕事との関係が深く、役割葛藤も多
くの仕事上の役割を担っているために仕事
の優先順位が付けにくい状況であることか
ら、これも、曖昧な仕事との関係が深い。 
 第 2 に、組織コミットメントがうつ反応に
ほとんど影響しなかった点である。組織コミ
ットメントとは、組織への個人の関わり方を
意味し、組織への忠誠心の代理変数として考
えられている。組織コミットメントがストレ
スに直接影響しなかったということは、組織
への行き過ぎた忠誠心が過労自殺につなが
るというこれまでの議論とは異なる結果で
ある。この点はまた、組織と個人の関わり方
よりも、実際の職場での仕事状況の方がスト
レスをより強く説明することも意味する。 
 第 3 に、自律性がうつ反応にほとんど影響
しなかった点である。既存研究における自律
性とうつ反応との関係は、ストレス研究では
自律性が低いほどストレスが増大するとさ
れ、過労自殺研究では自律性が高いにもかか
わらず過労自殺が見られるという異なる検
討があるが、調査結果からは因果関係がなか
ったため、自律性はうつ反応には影響しない
と考える。 
 第 4 に、メランコリック親和型性格はほと
んどうつ反応に影響せず、また、関係もなか
ったことである。メランコリック親和型性格
は、過労死・過労自殺研究の中で過労死・過
労自殺になりやすいパーソナリティ要因と
して注目されているが、この影響もなかった。
したがって、うつ反応への影響については、
パーソナリティ要因よりもストレッサの方
が重要な要因である。 
第 5 に、週平均労働時間もほとんどうつ反

応に影響せず、また、関係もなかったことで
ある。過労死・過労自殺は、週平均労働時間
が長い人に多いとの指摘があるが、本調査で
は、週平均労働時間のうつ反応への直接の影
響はなかった。ただし、週平均労働時間が 60



時間以上の対象者は 27 名（約 13％）であっ
たため、週平均労働時間が極端に多い従業員
が少なかったことにも起因しているかもし
れない。 
 第 6 に、職位歴がうつ反応にほとんど影響
しなかったことである。突発的な仕事という
場合、その多くはその仕事に就いてから間も
ない状況を想定したが、分析結果からはその
影響はなかった。ただし、職位歴が役割葛藤
と自律性を下げる効果があったため、これら
の点も含めて、突発的な仕事へ接近したい。 
 
② 従業員のストレスと過労自殺の関係に関

する調査 
 
①の調査では、調査対象者数も少なく、ま

た、年齢層も 35歳から 45歳と限定しており、
さらに、中間管理職層のみの調査であったた
め、対象者数、年齢層、役職に関する条件を
より広く取った調査を行った。調査内容は
Web によるアンケート調査であり、調査対象
者は日本に在住する 20 歳～60 歳の正規従業
員であった。分析対象者の全体は 1581 名、
この内管理職は832名であった。職位別では、
主任が 342 名、係長が 183 名、課長が 192
名、部長が 115 名であった。性別は、男性
1076 名、女性 505 名であり、男性が約 7 割
であった。また、①の調査では、パーソナリ
ティ要因のメランコリック親和型性格がう
つ反応に直接影響しなかった。ただし、メラ
ンコリック親和型性格は、15 項目からなる質
問紙であるため、それぞれの質問を共通する
要素に分けて、分析を行った。 
調査結果は以下の 5 点である。 
第 1 に、メランコリック親和型性格の中の

対人関係に関する秩序が、部長以外の役職で
うつ反応に影響を与えていた。対人関係に関
する秩序とは、対人関係を請わなさない気持
ちのことである。対人関係に関する秩序のパ
ーソナリティを持つ課長以下の従業員には、
よりきめ細かなストレス管理が必要であろ
う。 
第 2 に、責任感・高い要求水準は役職なし

のみでうつ反応に影響を与えていた。責任
感・高い要求水準とは、仕事の責任感や仕事
に高い要求水準を持つなどの質問紙からな
るものである。過労死・過労自殺研究の中で、
責任感が強かったり高い要求水準を自ら設
定することは、過労死・過労自殺を引き起こ
す要因の１つと言われているが、役職なしの
みでしか影響しなかったため、管理職ではあ
まり影響しないと考えられる。 
第 3 に、協力の必要性はうつ反応に影響を

与えなかった。協力の必要性とは、仕事をす
る際に他者とのつながりや関係によって仕
事をしなければならない程度を指し、日本的
経営に関する議論の中の集団主義と関連が
深いが、この点は、直接うつ反応には影響し
なかった。そこで、中間管理職（係長・課長）
に絞って、うつ反応に対する直接・間接の両

者の効果を検討した結果、協力の必要性が、
最も高い役割葛藤に次ぐ高さでうつ反応に
影響していた。詳細には、協力の必要性は直
接うつ反応に影響するだけでなく、役割葛藤
を介した間接的な影響からなっていた。つま
り、協力の必要性が高い職場では、役割葛藤
を引き起こしやすい仕事に中間管理職が就
く可能性が高まり、このことが結果としてう
つ反応に影響することが把握できる。 
第 4 に、役割葛藤は役職なしも含めた全役

職でうつ反応に強力に影響していた。したが
って、従業員の精神障害および過労自殺を防
ぐためには、役割葛藤の削減が最優先である。
役割曖昧性は、課長以下の従業員でうつ反応
に影響を与えていたため、課長以下の従業員
には、役割曖昧性への対応も重要であろう。
仕事負荷（本人が仕事が過重と思う程度）は、
下位役職である主任と役職なしの従業員の
みでうつ反応に影響していた。この点は、役
割葛藤はすべての職位で重要な要因であり、
役割曖昧性と仕事負荷は、中間管理職やより
下位の役職にとっては重要な要因である。 
第 5 に、月平均残業時間が 60 時間以上、

主任のみでうつ反応への影響が見られた。①
の調査では、週平均労働時間としていたが、
本調査では、より労働時間の長い従業員を想
定するため、月平均残業時間 60 時間を境界
として調査した。月平均残業時間のうつ反応
への影響は、下位の役職の従業員に特異であ
る。ただし、役職が上がるにつれて月平均残
業時間が増加する傾向もあるため、この傾向
との関係も検討すべきである。 
 
③ ストレスを削減する能力とストレッサ、

協力の必要性との関係に関する調査 
 
 ②の調査で、ストレッサ（ストレスの原因）
がうつ反応に大きな影響を与えており、協力
の必要性が役割葛藤を介した効果も含めて
総合的にうつ反応に大きな影響を与えてい
たため、これらの要因を削減できる方法を探
索するため、対人ストレスを削減する能力で
あるソーシャルスキルとの関係を検討した。 
 本調査の対象は日本に在住する正社員 715
人で、20 歳から 59 歳までの男女とした。性
別は男性が 432 人、女性が 283 人である。業
種は「製造業」と「営業・販売・サービス業」
の２つとした。この理由は、協力の必要性（こ
の調査では仕事の相互依存性を用いた：以後
相互依存性）について、製造業は仕事の相互
依存性が低く、反対に営業系の業種は高いと
仮定したためである。サンプル数は、製造業
が 335 人、営業・販売・サービス業が 380 人
であった。また、役職あり群が 227 人、役職
なし群が 488 人であり、役職の有無による分
析も行った。 
 調査結果は以下の 3 点である。 
 第 1 に、役職別の結果は、主観的な仕事の
相互依存性（本人が仕事で他者との関連があ
ると感じる程度）が高いほど、ストレッサお



よびうつ反応に影響を与えること、客観的な
仕事の相互依存性（製造系か営業系か）と目
標の相互依存性（職場の従業員の中でその職
場の目標を共有している程度）があまりスト
レスに影響を及ぼしていないことが両者に
共通して見られた。また、ソーシャルスキル
についても、その下位要因であるトラブルを
解決するスキルであるトラブルシューティ
ング・スキル、仕事の段取りをうまくするス
キルであるマネジメント・スキル、他者との
コミュニケーションを円滑にするコミュニ
ケーション・スキルという 3 つの要因は、全
て職場ストレッサおよびうつ反応を下げる
効果を示したことは共通であった。したがっ
て、役職別での大きな差異は確認できなかっ
た。 
第 2 に、相互依存性とストレスの関係での

結果は、目標の相互依存性、客観的な仕事の
相互依存性、主観的な仕事の相互依存性の３
者とうつ反応との負の関係を確認できた。た
だし、うつ反応に影響する要因は主観的な仕
事の相互依存性であり、客観的な仕事の相互
依存性や目標の相互依存性は影響しなかっ
た。つまり、うつ反応は、客観的に相互依存
性の高い職種かどうかではなく、本人が感じ
る相互依存性が高いか低いかに依存するこ
と、また、近年経営学でよく言われる「目標
の共有」という内容は、目標の相互依存性と
うつ反応との関係がなかったため、ストレス
に対しては影響力はないことが確認できた。 
 第 3 に、ソーシャルスキルのうつ反応への
影響についての結果は、ソーシャルスキルの
3 つの要因がうつ反応を下げる効果を示して
いたことや、3 つの要因の平均値であるソー
シャルスキル全体でもうつ反応に負の影響
を与えていたことから、ソーシャルスキルが
高ければうつ反応は低くなることが把握で
きる。さらに、ソーシャルスキルの３つの下
位要因では、トラブルシューティング・スキ
ルとマネジメント・スキルは、役職なし群、
あり群ともにうつ反応との関係で差があっ
た。つまり、両スキルが高い従業員はうつ反
応も低かったのである。それに対しコミュニ
ケーション・スキルは、これら 2 つのスキル
に比べてあまり影響しなかった。「コミュニ
ケーション力」に関連の強いコミュニケーシ
ョン・スキルは業務に必要な能力であり、重
要な能力と一般には言われているが、ストレ
ス軽減との関連がなかったため、ストレスを
削減するためには、身の回りの問題（トラブ
ル）を解決する能力や、仕事を上手く管理で
きる能力がより重要である。 
 
④ 産業クラスターコーディネーターの活

動と、産業クラスターの形成過程に関す
る調査 

 
 ①～③はストレスと過労自殺との関係を
中心に検討したが、④では、曖昧で突発的な
仕事状況になりやすい職種として産業クラ

スターコーディネーターを挙げ、この人々の
活動についての調査を行った。産業クラスタ
ーコーディネーターは、一企業の中だけで仕
事をするのではなく、企業、大学、公的研究
機関、金融機関、各種団体といった多くの組
織との関係の中で、イノベーティブな製品や
サービスを考えなければならない点で、一般
の従業員よりも曖昧で突発的な仕事状況に
置かれやすいと考えられるためである。 
 調査結果は以下のとおりである。 
 第 1 に、産業クラスター事業があまり有効
ではない点を会計検査院が指摘しており、こ
の点に関連して、青森県のりんご産業クラス
ター事業に参加していた事業関係者（企業・
大学・公的研究機関・団体等を含む）への郵
送によるアンケート調査を行った。調査はり
んご産業クラスターの参加・計画時、実行時、
終了時の時系列で検討した。結果は、参加・
計画時、実行時、終了時と追うごとに、右肩
下がりで活動がしぼんでいったことであっ
た。つまり、当初は何らかの希望や思惑を持
ってりんご産業クラスター事業に参加した
ものの、期を追うごとにその期待がなくなり、
参加しなくなっていったことである。この点
を解決するために、事業参加・計画時に、顧
客の視点（消費者ニーズ）を十分に加味した
「新商品・新事業開発」を事業目的とし、こ
の目的をすべての事業関係者に共有化させ、
事業化を推進させていくこと、実行時および
終了時にも、当初の目的を事業関係者間で共
有化させ、事業への貢献意欲を維持させるた
めには、参加・計画時に、この目的を「事業
（ビジネス）」に結び付けていくための「ビ
ジョン・戦略」として策定すること、「ビジ
ョン・戦略」を実現させるために、事業化さ
れるクラスターにマネジメントシステムや
BSC を導入すること、事業関係者間との連携
においては、参加・計画時に行われていた連
携を実行時や終了時まで継続させ、また、今
後重要で強化すべき組織との関係も深めて
いくこと、の 4 点を挙げた。 
 さらに、この 4 点を達成するための重要な
機能を担うのが、まさに産業クラスターコー
ディネーターであることも確認できた。 
 第 2 に、食料産業クラスターコーディネー
ターの活動自体を把握するため、前述の調査
と同じ方法を用いて、全国の食料産業クラス
ターコーディネーターへの郵送によるアン
ケート調査を行った。 
結果は、前述の事業関係者への調査とは異

なり、実行時を頂点とする山形になっていた
ことである。つまり、食料産業クラスターコ
ーディネーターは、実行時に多くの活動を行
っていたにもかかわらず、終了時にはしぼん
でしまったことである。この問題を解決する
ためには、食農連携の特性を考慮に入れなが
ら、実行時に、「新商品および新事業開発の
推進」を事業目的とし、この目的に基づき、
食材の生産や加工に関する取組みに注力す
ること、この取組みをコーディネートしてい



く際には、事業の「面」および「点」の視点
から実施していくこと、これらのことを実施
していくためには、事業化の政策やそれによ
って変化する環境に瞬時にマネジメントで
きるマルチな能力が必要不可欠であること、
の 3 点を挙げた。 
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